









(Plan Vigipirate) の強化、歩哨作戦 (opération Sentinelle) の発動、さら
に 2015 年 11 月以降は「危急事態 (非常事態)」(Etat dʼurgence) を布告










































































































( 3 ) François Dieu, Réponses à la délinquance, LʼHarmattan, 2016, p. 237.































































( 6 ) あくまで犯罪予防分野であり、司法警察活動 (犯罪の鎮圧・捜査) は国の警察組織、共
和国検察官が独占的に行う。







































作戦運用予見課 (SDAO) は 2014 年に作戦局に新設された課である。






















( 8 ) http : //www.prefecturedepolice. interieur.gouv. fr/Nous-connaitre/Services-et-missions/
Missions-de-police/La-direction-du-renseignement












ある (防衛法典 D3126-2)。新たな形態のリスク・脅威 (ホーム・グロウ
ンテロ、サイバーテロ) に対応するため、語学専門家、IT 技術者、暗号
専門家を外部から積極的に採用する方針を打ち出している。

















































(11) 現在、行政通信傍受は 2015 年 7 月 24 日付「諜報に関する法律」第 28 条 III により、
諜報技術コントロール国家委員会により行われており、その権限は行政通信傍受統制国家
委員会に委任されている。



























































































































を意味する vigilance と海賊を意味する pirate (海賊転じて悪党、組織犯
罪を意味する) を掛け合わした造語である。その後、1991 年の湾岸戦争

















2014 年に改正された現行ヴィジピラットは 2 つのレベルから構成され



























が集合する場所 (開放空間) の保護 ③設備/施設/建物の保護 ④危険
な施設と危険物質の保護 ⑤サイバーセキュリティーの確保 ⑥航空セ



























処するのが Plan NRBCである。2012 年に個別に存在した生物化学核物質








相当する。Plan Pirat Mer は海上におけるテロ行為、海賊行為に対する介
入と人質事件に関するすべての海上における不法行為を対象としている。
Plan Metropirate は地下を通る公共交通機関での襲撃時に介入することを
















































(22) Elie Tenenbaum, La sentinelle égarée? L’ armée de Terre face au terrorisme, Focus































の条件」(2016) 23 頁。http : //www. ladocumentationfrancaise. fr/rapports-publics/164000175/
(24) Marie-Dominique Charlier, La protection du territoire national par l’armée de Terre,
Fondements, linites et perspectives, Focus stratégique n°18, 2009, pp. 21-24. Groupe de
































Waseda Global Forum 11, 2015, 87-106頁。
































































(28) Pierre de Foucauld, L’engagement terrestre des armées sur le treeitoire national,mémoire








































次に例外体制の 1つである危急事態法の行方である。同法は 2015 年 11
月 14 日午前零時から効力を発し、数回延長されていた。2016 年 7 月上旬






フィッシェ S に記載されている監視人物、特に IS から帰国したジハード
戦闘員とどう向き合うのか (どう社会復帰させるのか、又は予防拘禁して
隔離するのか) が政治的争点となっており、2017 年の大統領選挙を控え、
右派、極右政党がより基本的人権を制限しての強力なテロ対策、排他的な
移民政策を主張している。これに対して社会党政権を中心とする現左派政
権は新たなテロの発生を予防する事が最優先事項なのだが、これ以上の基
本的人権を制限してのテロ対策には消極的で、それは支持勢力や国民の一
部からも、危急事態法の効果、現行テロ対策に疑問が呈されているからで
ある。つまり「テロ対策のために、どこまで自由を制限するのか」という
ジレンマに陥っている。自由を制限してテロを封じ込めても、その副作用
は必ず現れるという不安である。このバランスの取り方が、今後の課題と
なるだろう。
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